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 食育基本法が昨年６月に公布された（６月 17 日

公布，法律第 63 号）。 
この法律では，食育推進会議が，「食育の推進に
関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，

食育推進基本計画を作成するものとする」（第16条
第１項）と定めており，この規定に基づき，去る２
月 20 日，基本計画（案）が作成・公表されるにい

たった。 
食育推進基本計画（案）の構成 

 学校教育関係者（とくに義務教育諸学校関係者）

は，学校給食法（昭和 29 年６月３日公布，法律第
160 号）に基づく学校給食の実施について，実践を
積み重ねてきているので，「なにを今さら食育推進

基本計画か」という印象をもっている人々も少なく
なかろう。 
 というより，そもそも，どうして今ごろになって

「食育基本法」などという法律が制定されたのか，
疑問に思っている人々も少なからず存在すると予想
される（この点については，再論している余裕がな

いので，本紙平成 17 年 10 月 10 日号の拙稿「食育
基本法」をご覧いただきたい）。 
 さて，今回公表された食育推進基本計画（案）は，

全体が，「はじめに」（１.食をめぐる現状，２.これ
までの取組と今後の課題），「第１ 食育の推進に関
する施策についての基本的な方針」「第２ 食育の

推進の目標に関する事項」「第３ 食育の総合的な
促進に関する事項」「第４ 食育の推進に関する施
策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事

項」という構成になっている。 
 このように，基本計画（案）は，食育の施策推進
をしていくことに関連して，施策の基本的な方針，

食育の推進目標，食育の総合的な促進等について，

全体的に目配りをしたものとなっている。 

このような構成をとっているのは，食育基本法第
16 条第２項で，基本計画で掲げる（定める）べきこ
とを４項目に及んで明示しており，それに対応した

内容構成になっていることによるものである。 
学校教育でも前向きに 

 基本計画（案）では，「はじめに」の「１.食をめ

ぐる現状」の第３段落部分で，次のように述べてい
る。 
「特に，我が国の未来を担う子どもたちが健全な

食生活を実践することは，生涯にわたって健全な心
身と豊かな人間性を育んでいく基礎となることはも
ちろんのこと，今後とも，我が国が活力と魅力にあ

ふれた国として発展し続けていく上でも欠かせない」。 
 言わずもがなのことではあるが，指摘は誤っては
いない。 

続く，「子どもへの食事を通じて大人自身もその
食生活を見直すことが期待されるところであり，地
域や社会を挙げて子どもの食育に取り組むことが必

要である」との指摘も，やや誇張した表現になって
いる嫌いがあるが，趣旨は理解できる。 
 昨年７月から施行されている食育基本法が，単な

る「飾りもの」にならないように，その実を上げて
いくうえで，学校教育に期待されているところには
大きいものがある。 

やっかいな課題と思わずに，「学校は，何ができ
るのか」の積極的発想で食育の課題に取り組みたい。 

（わかい・やいち＝上越教育大学教授・附属小学校長併任） 
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学校はどう変わるか！ 義務教育構造改革の中身を徹底整理・検証する！ 
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